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1. 研究背景・目的 

2020年1月上旬から感染が広がった新型コロナウィ

ルス感染症は世界中の経済に甚大な影響を及ぼした。

世界保健機関(WHO)[1]によると、2021 年 12 月 20 日時

点で世界中での感染者数が約 2 億 7300 万人、死者数

が約 535 万人となっている。日本においては、2020 年

4 月 7 日に 1 回目の緊急事態宣言が発令されて以降、

宣言の発令と解除が繰り返された。日本政府は「密接・

密集・密閉」の3密を避けることや、人と人との接触

を8割減らすことなどを呼びかけたが、その結果経済

活動が大きく停滞した。本研究では、コロナ禍におい

て各自治体が受けた経済ダメージを、産業連関分析を

用いて明らかにし、どのような産業構造を有する自治

体がコロナ禍において影響が少なかったか（レジリエ

ンス性が高かったか）を分析する。また、重回帰分析

を行い新型コロナウィルス拡大前後における経済波及

効果の減少率に大きな影響を与えた要因について分析

し、ウィルスに対して強靱な自治体体制について検討

を行うこととする。 

 

2. 研究方法 

2.1 産業連関表における最終需要の作成 

 新型コロナウィルスの感染が拡大する前後の経済状

況を、経済波及効果を用いて比較するため、新型コロ

ナウィルスの感染が拡大する前後の最終需要が必要で

ある。しかし，新型コロナウィルスの感染が拡大する

前後の最終需要について統計資料としてまとめられた

ものがまだ無いのが現状である。そこで本研究では、

2015 年版の産業連関表の取引基本表に記載されてい

る最終需要を新型コロナウィルスの感染が拡大する前

の最終需要とし、その最終需要に図 1 の前年比を乗じ

ることで算出された値を新型コロナウィルスの感染が

拡大した後の最終需要とした。図 1 は、財務省[2]、株

式会社帝国データバンク[3]、e-Stat[4]の 2020 年の各産業

の売上高の前年比を基に作成したグラフである。 

2.2 経済波及効果の推計 

 経済波及効果とは、新たに需要が発生したときに、

その需要を満たすために次々と新たな生産が誘発され

ていくことである。経済波及効果の推計には以下の式

（1）を用いた。 
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MI は県内自給率、Y は県内最終需要である。

県内自給率は1から移輸入率を引くことで算出でき

る。 

2.3 重回帰分析の実施 

 統計解析ソフトウェア SPSS を用いて重回帰分析を

実施した。目的変数を各都道府県の全体の経済波及効

果の減少率、説明変数を新型コロナウィルス拡大前の

各産業部門の生産額、各産業部門の移輸入率、各産業

部門の移輸出率とした。変数選択としてステップワイ

ズ法を採用した。ステップワイズ法とは、各偏回帰係

数の有意性に基づいて目的変数と関係のある変数を自

動で選択・抽出を行う方法である。今回分析に使用し

た都府県は産業連関表の産業部門が 37 個であった 26

都府県である。 

 

3. 研究結果 

3.1 経済波及効果の推計結果 

図 1 国内産業の売上高（前年比）（財務省[2]、株式

会社帝国データバンク[3]、e-Stat[4]を基に作成） 
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 各都道府県の新型コロナウィルス拡大前後での経済

波及効果の減少率の結果を以下の図に示す。図 2 よ

り、経済波及効果の減少率が大きい都府県は、大阪府

が 8.137%、三重県が 8.095%、栃木県が 7.941%、滋

賀県が 7.938%、千葉県が 7.726%となった。一方、経

済波及効果の減少率が小さい都府県は、島根県が

6.339%、徳島県が 6.555%、青森県が 6.610%、大分県

が 6.647%、鹿児島県が 6.661%となった。経済波及効

果の減少率が大きかった大阪府、三重県と小さかった

島根県、徳島県の産業部門別の減少率見てみると、経

済波及効果の減少率が大きかった産業部門は同じで

「対個人サービス」部門、「石油・石炭製品」部門、

「鉄鋼」部門、「運輸・郵便」部門であった。 

3.2 重回帰分析による分析結果 

 重回帰分析の結果を表1に示す。表1より、各都府

県の「飲食料品」部門の生産額、「廃棄物処理」部門

の移輸入率、「化学製品」部門の移輸出率が上がると

都府県全体の経済波及効果が減少する。また、各都府

県の「対個人サービス」部門の移輸入率、「電気機

械」部門の移輸入率、「電力・ガス・熱供給」部門の

移輸出率が下がると都府県全体の経済波及効果が減少

することがわかった。t 値の絶対値が 2 より小さい説

明変数がなく、有意確率が 0.05 未満である。したが

って、6 つの説明変数の有意性が示唆された。標準偏

回帰係数は、絶対値が大きいほど目的変数への影響度

も高くなる。本研究では、標準偏回帰係数が「+」の

ときは、経済波及効果の減少額が大きくなることに影

響を与え、「－」のときは、経済波及効果の減少額が

小さくなることに影響を与える。標準偏回帰係数の絶

対値は大きい順に「飲食料品」部門の生産額、「廃棄

物処理」部門の移輸出率、「対個人サービス」部門の

移輸入率、「化学製品」部門の移輸出率、「電気機械」

部門の移輸入率、「電力・ガス・熱供給」部門の移輸

出率となった。このことから、「飲食料品」部門の生

産額が多い自治体はコロナ禍に対するレジリエンス性

が低い傾向にあることが示唆された。 

 

4. 結論 

本研究では、新型コロナウィルスの感染拡大によ

って、どのような産業構造を持つ自治体が、どのよう

な影響を受けるのかを、産業連関表を用いて経済波及

効果を推計することで明らかにした。その後、経済波

及効果の推計結果を基に重回帰分析を行い、新型コロ

ナウィルス拡大前後の経済波及効果の減少率に影響を

与える要因を分析した。 

「飲食料品」部門の生産額が多い自治体はコロナ

禍に対するレジリエンス性が低い傾向にあることがわ

かった。これは、外食産業の営業時間短縮や休業が大

きく影響していると考えられる。 
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図 2 各都府県の新型コロナウィルス拡大前後での経

済波及効果の減少率 

表1 重回帰分析の結果 
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